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第第 修修学学資資金金のの貸貸与与をを受受けけたた皆皆ささんんへへ

この修学資金は、東京都が条例に基づいて、卒業後都内で保健師、助産師、看護師及び准看護

師の業務（以下「看護業務」といいます。）に従事しようとする皆さんの学資として貸与したもの

です。

＜＜第第一一種種貸貸与与をを受受けけたた方方＞＞

【養成施設等卒業者の方】

卒業後、その年に免許を取得し、引き続き 年間指定施設で看護業務に従事した場合、御本

人からの申請に基づき全額返還免除の対象となります。

また、従事期間が 年間に満たなくても、貸与を受けた期間以上看護業務に従事した場合、

一部免除の対象となります。

なお、養成施設等を卒業したその年に免許が取得できなかった場合や、卒業後直ちに指定施

設に従事しなかった場合、指定施設で看護業務に従事した期間が貸与を受けた期間よりも短か

った場合（例 ）、その時点で全額返還になります。

【大学院修了者の方】

修了後 年以内に都内医療機関等に就業し、引き続き 年間看護業務に従事した場合、御本

人からの申請に基づき返還免除規定の対象となります。

なお、都外や看護業務以外に就業した場合、看護業務に従事した期間が 年未満の場合は、

その時点で全額返還になります。

また、第一種貸与を受けていた方が指定施設等での従事を開始していても、手続がなされな
いと従事による返還猶予が開始されず、全額返還となります。

＜＜第第二二種種貸貸与与をを受受けけたた方方＞＞【養成施設等卒業者・大学院修了者の方】

貸与金全額を返還していただきます。卒業後（修了後）、都内で看護業務に従事した場合は貸

与を受けた期間内に返還し（例 ）、都外で従事した場合又は免許未取得の場合は、貸与を受け

た期間の２分の１の期間内で返還しなければなりません（例 ）。

返還事由に該当した方について、すべての手続がされない限り口座振替が実施できないため、

返還事由に該当した月の翌月から起算して 回目の引落し金額が累積していきます。

このように、貸与の種類や皆さんの今後の状況により手続がそれぞれ異なる上、卒業前から卒

業直後、返還債務の免除や返還完了まで、数年にわたって手続（申請等）を行う義務があります。

なお、手続がされない場合、連帯保証人への連絡や強制的な返還決定、又は法的手続を取るこ

とがありますので御注意ください。

このしおりには、卒業後（修了後）の修学資金の手続についての説明と、提出する書類が入っ

ていますので、よく読んで内容を理解し、各種の手続を怠らないように十分注意してください。

また、皆さんには修学資金の貸与が決まったときに「修学生のしおり（新規貸与者用）」を配布

していますが、今後の手続や必要な届出様式については、この「修学生のしおり（貸与終了者用）」

にありますので、返還債務の免除若しくは返還完了になるまでは大切に保管してください。

備考：このしおりにおいて、条例とは東京都看護師等修学資金貸与条例、規則とは東京都看護師等修学資金貸与

条例施行規則のことをいいます。

例 ： 年間貸与を受けた方）都内に就業した場合 ⇒ 年以内の期間で返還

例 ： 年間貸与を受けた方）都外に就業した場合 ⇒ 年以内の期間で返還

例 ： 年間貸与を受けた方）引き続き従事した期間が 年未満の場合 ⇒ 全額返還
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＜＜卒卒業業前前・・卒卒業業直直後後＞＞

第第 修修学学資資金金貸貸与与終終了了後後のの提提出出書書類類一一覧覧表表

◆卒業後に提出する書類は、令和 年 月末日 大学院修了者は令和 年 月末日まで）に提出してください。
◆複数口借りていた方は、借りていた口数分の提出書類が必要です。

区区分分 事事由由 提提出出書書類類
参参照照

ペペーージジ

第
一
種

卒業後の進路にかかわらず、右の書類を提出

→卒業後の進路に合わせて

以下 のいずれかの手続へ

卒

業

前

①借用証書・返還予定明細書 第 号様式

②連帯保証人 名の印鑑登録証明書
～

【従事猶予】

◆養成施設等を卒業後、指定施設に就職

◆大学院修了後、都内医療機関等に就職

卒

業

後

①返還猶予申請書・指定施設証明 第 号様

式

② 養成施設等卒業者 免許証又は登録済証明

書 ハガキ の写し 進学猶予終了者は卒業

証書の写し

③ 大学院修了者 修了証書の写し

～

【進学猶予】
他の養成施設等・大学院・博士課程に進学

卒

業

後

①返還猶予申請書 第 号様式

② 養成施設等卒業者 免許証又は登録済証明

書 ハガキ の写し

③ 博士課程進学者 修了証書の写し

～

【その他猶予】

やむを得ない理由により、看護業務に従

事できない

卒

業

後

①返還猶予申請書 第 号様式

② 養成施設等卒業者 免許証又は登録済証明

書 ハガキ の写し 進学猶予終了者は卒業

証書の写し

③ 大学院修了者 修了証書の写し

④猶予理由の証明書等

～

【全額返還】

◆指定施設以外に就職、非就業又は試験

不合格

◆大学院修了後、都外の医療機関等に就

職又は看護業務外に従事

卒

業

前

①返還届 第 号様式

②返還金口座振替依頼書

～

～

(e) 

【在学猶予】

貸与全額終了後、留年・休学等の卒業延

長により返還の猶予を希望する場合

卒

業

前

①返還猶予申請書（第 号様式）

第
二
種

【全額返還】

卒業後の進路にかかわらず、右の書類を提出

→卒業後の進路に合わせて

以下 のいずれかの手続へ

卒

業

前

①借用証書・返還予定明細書 第 号様式

②連帯保証人 名の印鑑登録証明書

③返還届 第 号様式

④返還金口座振替依頼書

～

都内施設で看護業務に従事

卒

業

後

①在職証明書

② 養成施設等卒業者 免許証又は登録済証明

書 ハガキ の写し（他の養成施設等に進

学・卒業後は卒業証書の写し）

③ 大学院修了者 修了証書の写し ～

都外の施設で従事、非就業又は試験不合

格

卒

業

後

他の養成施設・大学院・博士課程に進学

卒

業

後

①返還猶予申請書 第 号様式

② 養成施設等卒業者 免許証又は登録済証明

書 ハガキ の写し

③ 博士課程進学者 修了証書の写し

留年、休学等の卒業延長により返還の猶

予を希望する場合

卒

業

前

①返還猶予申請書 第 号様式

共
通

【複数口貸与】

口目以降の第二種分の返還猶予を希望する場

合

卒

業

前

①返還猶予申請書 第 号様式
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＜＜卒卒業業後後＞＞

◆提出書類は、「写し」と記載されたもの以外は原原本本です。また、添付書式には必ず貸貸与与番番号号を明記してください。

◆複数口貸与を受けていて第一種が返還となった場合は、第一種の返還が優先となります。

◆提出書類の詳しい記入方法については、本文及び ページ以降の記入例を参考にしてください。

区区分分 事事由由 提提出出書書類類
参参照照

ペペーージジ

従
事
猶
予
を
受
け
た
後
の
変
更
手
続

【従事先変更】

他の指定施設（大学院修了者は都内医療機関）

に転職

①従事先変更届・指定施設証明 第 号様式

②前従事先の在職証明書

【進学猶予】

他の養成施設等・大学院に進学 ①返還猶予申請書 第 号様式

②在職証明書（該当者のみ）

【従事猶予】

進学した養成施設等・大学院を卒業後、指定

施設に就職

①返還猶予申請書・指定施設証明 第 号様式

②卒業証明書又は修了証書の写し

～

【その他猶予（病気・出産等）】

やむを得ない理由により看護業務に従事でき

ない

①返還猶予申請書 第 号様式

②在職証明書

③猶予理由の証明書等

【従事猶予】

やむを得ない理由により休職後、再就職・復

職

①返還猶予申請書・指定施設証明 第 号様式

【全額返還】

◆指定施設を貸与期間未満で退職

◆大学院修了後、都内医療機関等を５年未満

で退職

①返還届 第 号様式

②返還金口座振替依頼書

③在職証明書

～

【裁量免除】

従事期間が 年に満たないが、貸与期間以上指

定施設で看護業務に従事

①返還届 第 号様式

②返還金口座振替依頼書

③在職証明書

④修学資金返還免除申請書 第 号様式 ～

【当然免除】

返還免除となるために必要な期間（５年間）

看護業務に従事

①返還免除申請書 第 号様式

②在職証明書

返
還
開
始
後

【進学猶予】

他の養成施設等・大学院に進学
①返還猶予申請書 第 号様式

【その他猶予（病気・出産等）】

やむを得ない理由により返還を猶予したい

①返還猶予申請書 第 号様式

②猶予理由の証明書等

返還方法を変更したい

（月賦または半年賦で返還している方のみ）

①返還方法変更届

② 複数口返還の方 返還期間の変更について

そ
の
他
共
通
手
続

本人や連帯保証人の住所又は氏名を変更

①住所等変更届 第 号様式

②旧氏名・新氏名両方の確認ができる公的書類

（氏名変更の場合）

③返還金口座振替依頼書

（口座名義の氏名も変更した場合）
～

連帯保証人を変更

①連帯保証人変更申請書・連帯保証書 第 号様式

②連帯保証人の印鑑登録証明書

③連帯保証人の住民票

④連帯保証人の収入証明

本人が死亡 状況により異なりますので、 ページを御覧ください。
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第第 貸貸与与終終了了後後のの届届出出

卒卒業業前前（（在在学学中中））のの届届出出書書類類

在学中に貸与を受けた方が養成施設等の修学資金担当者へ提出するものです（例年 月～

月頃）。 ページの提出書類一覧を基に、指定された期限までに該当する必要書類を学校担当者

へ提出してください。担当者の説明を受けた上で、以下の記入事項等をよく読み、 ページ以

降の記入例に従い、記入・押印漏れ等が無いよう十分注意してください。 ページのＦＡＱも

必ずお読みください。

（（ ））「「修修学学資資金金借借用用証証書書・・修修学学資資金金返返還還予予定定明明細細書書（（第第 号号様様式式））」」

これは、修学生が東京都から修学資金を確かに借用し、返還事由に該当した場合は返還す

ることを修学生本人と連帯保証人が誓約し、債権債務の存在を明示する大切な書類です。次

の記入事項等及び ～ ページの記入例に従って作成してください。

なお、連帯保証人の人数によって使用する様式が異なります。申込年度が令和元年度以前

の場合は 名用のものを、令和 年度以降の場合は 名用のものを使用してください。

【表面】

ア 金額

下記を参照し、在学中に借り受けた修学資金の総金額（貸与月額× か月×貸与を受け

た年数）を記入してください。

金額を書き間違えたときは、訂正せず新たに書き直してください。用紙については、養

成施設等の修学資金担当者に相談してください。

参考 貸与種別・貸与期間別、貸与終了者の貸与総額 

 貸与期間 

貸与種別 
貸与月額 

1 年間 

(12 月) 

2 年間 

(24 月) 

3 年間 

(36 月) 

4 年間 

(48 月) 

第
一
種
貸
与 

保健師 

助産師 

看護師 

国公立 32,000 円 384,000 円 768,000 円 1,152,000 円 1,536,000 円 

民間立 36,000 円 432,000 円 864,000 円 1,296,000 円 1,728,000 円 

准看護師 
国公立 15,000 円 180,000 円 360,000 円 

 民間立 21,000 円 252,000 円 504,000 円 

大学院修士課程 83,000 円 996,000 円 1,992,000 円 

第二種貸与 25,000 円 300,000 円 600,000 円 900,000 円 1,200,000 円 

※ 複数口の貸与を受けた方は、貸与口数分の書類等を用意する必要があります。

※ この表にある国公立には、国立大学法人、独立行政法人国立病院機構を含みます。

イ 収入印紙

令和 年 月 日から令和 年 月 日までの間、貼付は不要です。

※本事業では租税特別措置法第 条の 第 項の規定により、上記期間、印紙税は非課

税となります。貼付され提出された場合、再作成を依頼することがありますので注意

してください。上記期間以外に借用証書を作成する場合の収入印紙の有無については、

東京都までお問合せください。
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ウ 本人

修学生本人の貸与番号･氏名・住所・電話番号を記入・押印してください。原則、全ての

項目を記入してください。電話番号が無い場合、－（ハイフン）を記入してください。氏

名・住所・電話番号に変更がある場合は住所等変更の手続を行ってください。（詳細は

ページ参照）

【【 貸貸与与番番号号 】】

修学資金の貸与決定時に交付された「修学資金貸与承認決定通知書」に記載されている

桁の番号です。今後、返還完了又は返還免除になるまでは、全ての手続においてこの「貸

与番号」が必要となりますので、この修学生のしおりの表紙に控えておいてください。万

が一忘れてしまった場合は、養成施設等の修学資金担当者にお問合せください。

看護師課程 看護師課程
准看護師課程 保健師課程 助産師課程

大学院

三年課程 二年課程 修士課程

第一種貸与 Ｋ ＊＊＊＊ Ｓ ＊＊＊＊ Ｇ ＊＊＊＊ Ｈ ＊＊＊＊ Ｊ ＊＊＊＊ Ｋ＊＊＊＊＊

第二種貸与 Ｋ ＊＊＊＊ Ｓ ＊＊＊＊ Ｇ ＊＊＊＊ Ｈ ＊＊＊＊ Ｊ ＊＊＊＊ Ｋ＊＊＊＊＊

（＊には から までの数字が入ります。）

エ 親権者又は後見人

修学生本人が 歳未満の場合、親権者又は後見人が記入してください。

オ 連帯保証人

申込時に決めた連帯保証人がそれぞれ氏名・住所・電話番号・勤務先情報等全ての項目

を自署し、実印を押印してください。印影が鮮明でない場合は、再提出を求めることがあ

ります。

申込時の連帯保証人を変更する場合は、 ページを御覧ください。

【裏面】

カ 本人

修学生本人の貸与番号と氏名を記入してください。

キ 借用金額の内訳

養成施設等の名称、貸与終了理由、借受期間を記入してください。

ク 返還方法

貸与を受けた修学資金を返還する場合の返還方法です。月賦・半年賦・一括のいずれか

を選択し、左側余白に○印を付けてください。

※半年賦とは 月と 月の末日に貸与月額 か月分をまとめて返還する方法のことです。

ケ 回の金額

上記「ク 返還方法」で月賦又は半年賦により返還する場合は、修学資金を借り受け

た期間内で返還が完了するよう記入してください。月賦の場合、 回の返還金額は貸与

月額を、半年賦の場合は貸与月額の 回分を下回ることができません（大学院修士課程

第一種貸与者を除く）。端数が生じた場合は、 回目の金額に加算されます。一括の場

合は前ページのアの金額を記入してください。

（例）月額 円の修学資金を 年間借り受けた場合（貸与総額 円）

月賦では 回の金額を 円以上、半年賦では 円以上に指定してください。
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（（ ））連連帯帯保保証証人人のの印印鑑鑑登登録録証証明明書書

か月以内（令和 年 月 日以降）に発行された連帯保証人の印鑑登録証明書が必要で

す。

なお、複数口の貸与を受けた場合、一口分は原本、他の口分はコピーで対応可能です。

（（ ））「「返返還還届届（（第第 号号様様式式））」」

から ページまでの記入例に従って記入してください。貸与番号、氏名、住所、電話

番号を記入してください。

＜第一種貸与を受けていた方＞

該当する返還理由に○印をつけてください。

月賦を選択の場合、令和 年 月末から口座振替を開始いたします。

＜第二種貸与を受けていた方＞

・都内で看護業務に従事する見込みの場合、卒業直後の届出書類（ ページ）が都に到着

した翌月末から口座振替を開始します。月賦を選択した場合、 月分から引落し月分まで

の金額がまとめて初回に引き落とされます。

・都内で看護業務に従事しないことが確定していて月賦又は半年賦で返還する場合、月賦

の 回の金額を 円以上に、半年賦の場合は 円以上にしてください。月賦を

選択の場合、令和 年 月末から口座振替を開始いたします。

※ 口以上の貸与を受けた方

貸与状況を記入してください。 口以上返還する場合は、返還順位も記入してください。

※卒業後直ちに進学し、猶予を受ける予定の方は、余白に「進学猶予申請する予定（例：

Ｒ ～○○）」と記入してください。

（（ ））東東京京都都看看護護師師等等修修学学資資金金返返還還金金口口座座振振替替依依頼頼書書（（自自動動払払込込利利用用申申込込書書））のの 枚枚目目

（ 枚目の名称は「東京都看護師等修学資金返還金口座振替納付届（自動払込受付通知書）となっており、

用紙右下の欄には（東京都福祉保健局提出用） と記載されていますので提出前に御確認ください。

返還金は、この依頼書に基づき届け出た口座から引き落とされます。なお、振替の依頼が

可能な金融機関は、次のページに掲載している金融機関に限られます。

記入については、 ページの記入例を参考に太線内を記入し、金融機関の窓口で確

認印を受けて（口座振替の承諾を得て）から提出してください。御本人から都への提出がな

いと手続が行えませんので、御注意ください。

※ 口以上貸与を受けていた場合においては次の事項を御注意ください。 
① 貸与口数分、金融機関窓口での手続が必要になります。 
 

 
法人内で指定施設と指定外施設を含み、配属や異動により指定外施設へ従事すること

となった場合、返還となります（詳細は ページ参照）。返還届が提出されると、返還

の意思があるものとして、従事先に関わらず返還決定されてしまいますので、法人内で

指定施設と指定外施設を含み、配属未定の場合、配属先の施設が決定してから提出して

ください。 

【【注注意意】】返返還還届届のの提提出出ににつついいてて  
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② 原則、すべての返還において同一の預貯金口座を使用してください。 
（返還中に口座変更を希望する場合は、その都度変更手続をとってください。） 

③ 口目以降の口座振替依頼書についても、右上の『振込（払込み）開始月』欄には『令

和 年 月分から』と記載して金融機関窓口に提出してください。 
 

＜口座振替依頼書提出例＞

枚目 枚目 枚目 枚目

原則
金融機関へ

提出

福祉保健局へ

提出
本人控え

金融機関から都へ送付の

申し出等があり、 ・ 枚

目を提出した場合

金融機関へ提出
福祉保健局へ

提出
本人控え

金融機関一覧 令和 年 月現在

都市銀行 みずほ 三菱ＵＦＪ 三井住友 りそな 埼玉りそな

地方銀行

七 十 七 東 邦 群 馬 足 利 筑 波 武 蔵 野 千 葉 千 葉 興 業

横 浜 第 四 北 越 山 梨 中 央 八 十 二 北 陸 静 岡 ス ル ガ

大垣共立 北洋 東和 栃木 京葉 東日本 東京スター 大光 きらぼし

信託銀行 三菱ＵＦＪ信託 みずほ信託 三井住友信託 信託

信用金庫

朝日 さわやか 芝 東京東 西武 城南 東京 城北 瀧野川 巣鴨

青 梅 多 摩 信 金 中 央 金 庫 青 木 東 京 ベ イ 横 浜 湘 南 川 崎

興産 東京シティ 東栄 亀有 小松川 足立成和 東京三協 西京 昭和

目黒 世田谷 山梨 飯能

その他の銀行 中央労働金庫 新生 楽天

信用組合

全国信用協同組合連合会 あすか 全東栄 東浴 文化産業 東京厚生

東 江東 青和 中ノ郷 共立 七島 大東京 第一勧業 東京消防

警視庁職員 東京都職員 ハナ

農業協同

組 合

東京都信用農業協同組合連合会 西東京 西多摩 秋川 八王子市 東京南

町田市 マインズ 東京みどり 東京みらい 東京むさし 東京中央

世田谷目黒 東京あおば 東京スマイル

ゆうちょ銀行 全国にある「郵便局」

※ 金融機関統合等による変更については、各自で御確認ください。

（（ ））「「修修学学資資金金返返還還猶猶予予申申請請書書（（第第 号号様様式式））」」

以下に該当する場合のみ提出してください。

ア 複数口の貸与を受けている方で、 口目以降の第二種貸与分について返還開始を遅らせ

ることを希望する場合（詳細は ページ 参照）

イ 貸与全額終了後、休学や留年等により在学中の返還猶予を希望する場合

※（ ）～（ ）のうち、（ ）返還届（第 号様式）の提出は不要です。
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卒卒業業直直後後のの届届出出書書類類

養成施設等を卒業後、貸与を受けた御本人が直接東京都に提出するものです。令和 年 月末

日までに、該当書類全てに貸与番号を記載の上、提出してください。返還事由該当者の場合、下

記書類の都に到着した翌月末から口座振替を開始します。下記書類の御提出がない限り口座振替

を行えず、 回目の引落し金額が累積していきますので御注意ください。

（（ ））第第一一種種貸貸与与をを受受けけてていいたた方方（（養養成成施施設設等等卒卒業業者者））

ア 指定施設へ就業し、返還猶予を受ける方（詳細は 、 ページ参照）

【提出書類】①返還猶予申請書 第 号様式 及び裏面の指定施設証明

・従事先・在学先証明欄及び裏面の指定施設証明に従事先の証明が必要です。

②看護師等免許証の写し又は登録済証明書 ハガキ の写し

イ 卒業した課程の上級課程に進学した方（詳細は ページ参照）

【提出書類】①返還猶予申請書（第 号様式）

・従事・在学証明欄に進学先の証明が必要です。

②看護師等免許証の写し又は登録済証明書（ハガキ）の写し

※進学先を卒業後は、ア、ウ、エ、又は（ ）の手続を行ってください。

※指定施設に従事しながら進学した場合でも、雇用形態が常勤若しくは非常勤（月

時間以上の雇用契約が締結されている場合に限る。）であれば、上記アの従事猶予申

請が可能です。

ウ やむを得ない理由により、看護業務に従事できない方（詳細は ページ参照）

返還債務（従事猶予、返還）の履行を猶予することができます。

【提出書類】①返還猶予申請書（第 号様式）

②看護師等免許証の写し又は登録済証明書（ハガキ）の写し

③猶予理由の証明書等（ ページ記載の書類を提出）

（注）猶予終了後、ア、イ、エの手続を行ってください。

エ 指定施設へ従事しなかった方、試験不合格者（詳細は 、 ページ参照）

令和 年 月から返還債務が発生します。月賦を選択の場合は、下記提出書類が都に到着

した翌月末から口座振替を開始します。

【提出書類】①返還届（第 号様式）

②口座振替依頼書

（（ ））第第一一種種貸貸与与者者（（大大学学院院修修士士課課程程修修了了者者））

令和 年 月末日までの間で、下記内容に該当した時点で書類を提出してください。

ア 都内の医療機関等で看護業務に従事した場合（詳細は ， ページ参照）

【提出書類】①返還猶予申請書（第 号様式）（裏面の指定施設証明は不要です。）

②修士課程の修了証明書又は修了証書の写し
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イ 都内の医療機関等で看護業務に従事しなかった場合（詳細は 、 ページ参照）

教育機関等に就業し看護業務以外に従事した場合や、都外の医療機関等に就業した場合

【提出書類】①返還届（第 号様式）

②口座振替依頼書

ウ 博士課程に進学した方（進学した時点ですぐに提出してください。）

（詳細は ページ参照）

【提出書類】①返還猶予申請書（第 号様式）

②修士課程の修了証明書又は修了証書の写し

エ やむを得ない理由により、看護業務に従事できない方 詳細は ページ参照

返還債務（従事猶予、返還）の履行を猶予することができます。

【提出書類】①返還猶予申請書（第 号様式）

②猶予理由の証明書等

③修士課程の修了証明書又は修了証書の写し

（注）猶予終了後、ア～ウの手続を行ってください。

（（ ））第第二二種種貸貸与与者者

ア 都内で看護業務に従事した場合

貸与を受けた期間内で返還します。詳細は 、 ページを御覧ください。

【提出書類】

① 養成施設等卒業者 看護師等免許証の写し又は登録済証明書（ハガキ）の写し

大学院修了者）修士課程の修了証明書又は修了証書の写し

②従事先の在職証明書

※看護師等の免許証を取得し都内で看護業務に従事したことを確認し、口座振替を開始す

るための書類です。書類が都に不備なく到着した日の翌月末から口座振替を開始しますが、

月賦の場合、初月は 月分から口座振替を行う月までの分がまとめて引落しとなります。

提出がない場合は、都の区域内で看護業務に従事していないとみなし、貸与を受けた期間

の 分の の期間内で返還となりますので注意してください。

イ 都外の施設に従事、非就業又は試験不合格の場合

学校を通じて、東京都へ連絡してください。

貸与を受けた期間の 分の の期間内で返還となります。（詳細は ・ ページ参照）

ウ 卒業した課程の上級課程に進学した方（詳細は ページ参照）

【提出書類】

① 返還猶予申請書（第 号様式）

② 養成施設等卒業者 看護師等免許証の写し又は登録済証明書（ハガキ）の写し

大学院修士課程修了者）修士課程の修了証明書又は修了証書の写し

※進学先を卒業後は、上記ア、イの手続を行ってください。
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猶猶予予ににつついいてて

（（ ））従従事事猶猶予予（（第第一一種種貸貸与与ののみみ））

【養成施設等卒業者】

卒業後、その年に免許を取得し、直ちに指定施設（※下記参照）で看護業務に従事したとき、

申請により就職後 年間返還を猶予することができます。 ページを参照の上、令和 年 月

末までに「返還猶予申請書」とその他必要書類を提出してください。

引き続き 年間指定施設で看護業務に従事すると、その後の申請により返還債務が免除され

ます。

また、 年間に満たなくても、養成施設等を卒業後、その年に免許を取得し、直ちに指定施

設で貸与を受けた期間以上引き続き看護業務に従事した場合には、申請により返還債務の一部

が免除されます。免除される額については、貸与を受けた期間や従事月数により異なります。

（詳細は ～ ページ参照）

なお、卒業後直ちに指定施設で看護業務に従事しなかった場合、指定施設で看護業務に従事

した期間が貸与を受けた期間よりも短かった場合等には、全額返還になります。（詳細は ・

ページ参照）

【大学院修士課程修了者】

修了後 年以内に都内医療機関等で看護業務に従事したとき、申請により就職後 年間返還

を猶予することができます。 ページを参照の上、令和 年 月末までに「返還猶予申請書（第

号様式）」と必要書類を提出してください。

規則第 条の （ ページ）に規定された施設です。

◇指定施設は下記のホームページから確認できます。ただし、指定施設に該当するか否か

は就業日時点で判断します。従事猶予を希望される際は、就業予定日の時点で指定施設

に該当するかを従事予定の施設に事前に確認し、不明な場合は東京都に（在学中は養成

施設等を通じて）確認してください。

◇仮に、指定施設従事中に従事先が指定施設の条件から外れた場合（例： 床の病

院が 床に増床した等）、従事期間が満了するまでは引き続き指定施設に勤務した

ものとみなします。

◇法人内の異動によって、指定施設から 床を超える病院や、都外勤務になった場合は、

指定施設以外の勤務となるため、返還（従事期間により全額又は一部）となります。

◇養成施設等を卒業後、直ちに指定施設に従事することが必要です。卒業後、指定施設以

外に従事した後、指定施設に転職しても免除の対象とはなりません。

※第 号「 中略 特定町村」に該当する施設は、令和 年 月現在、都内にはありません。

※特別養護老人ホーム、有料老人ホーム、軽費老人ホーム（ケアハウス）、認知症高齢者グ

ループホーム、通所介護事業所（デイサービス）は指定施設ではありませんので御注意く

ださい。

※第 号に該当する訪問看護ステーションへの就業は、貸与を受けた課程で免許を取得さ

れてから、第 号から第 号まで並びに第 号及び第 号に掲げる指定施設にて 年以上

従事された方に限り認められます。

指定施設とは
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アア 雇雇用用形形態態ににつついいてて

原則として、常勤で雇用されていることが必要です。非常勤・短時間労働者として雇用さ

れた場合は、毎月 時間以上の雇用契約が締結されていることが必要となります。

イイ 従従事事猶猶予予期期間間中中のの従従事事状状況況のの確確認認ににつついいてて

従事猶予期間中の方を対象に、従事 年目から 年目には、従事状況等現況の確認を毎年

行います。東京都から連絡が来た際は、在職証明書等指示された書類の提出をお願いします。

提出がない場合、在職の確認が取れないものとして全額返還の手続をさせていただきますの

で御注意ください。

※なお、 年目の方については原則として従事状況の確認は行いませんので、 年間引き続

き指定施設で看護業務に従事し、免除事由に該当する方は、 ・ ページを参照の上、御自

身で免除申請手続を行ってください。

ウウ 従従事事先先をを変変更更すするる場場合合

従事先を変更した場合、退職の翌日から、引き続き新しい従事先で従事することが原則と

なりますが、採用の事情により困難な場合を鑑み、退職後、次の採用までの期間が か月未

満であれば引き続き従事による猶予を認めています。従事先の変更後も従事猶予に該当する

場合は下記の書類を提出してください。

【提出書類】①前従事先の在職証明書

・前従事先からの証明が必要です。

②従事先変更届 指定施設証明（第 号様式）（養成施設等卒業者のみ）

・従事先変更届、指定施設証明の両面に新従事先の証明が必要です。

③返還猶予申請書（第 号様式）

（従事先変更により従事月数に算定できない月が生じた場合のみ）

【 例 】

○… か月未満の空白であるため猶予できます。 ×… か月以上の空白となり猶予は認められず、返還となります。

なお、従事猶予が継続できる場合でも、従事先の在職日数が 日未満 月となる月は、返

還免除申請に必要な従事月数に算定できません。例えば、上記【例】 のＡ病院の 月の

在職日数は 日で 日未満 月となり、従事月数には算定できません。

また、その場合、猶予の期間は、従事していない期間分延びることになります。令和 年

月～令和 年 月の従事猶予期間中、上記【例】 で転職した場合、令和 年 月ま

で従事する必要があります。

このように従事先変更により従事した月数に算定できない月が生じた場合は、「修学資金

返還猶予申請書」（第 号様式）の提出も必要となります。（ ページ（ ）参照）

Ａ病院退職 Ｂ病院採用 従事猶予継続可 不可

月 日 月 日 ○

月 日 月 日 ×

月 日 月 日 ○

月 日 月 日 ×

月 日 月 日 ○

月 日 月 日 ×

月 日 月 日 ○

月 日 月 日 ×
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（（ ））複複数数口口猶猶予予

第二種貸与分のみ猶予申請が可能です。 口目以降の第二種貸与分の返還猶予を申請する

ことにより、 口目を返還している間 口目以降の返還を猶予することができます。

この場合、 口目貸与分の返還終了予定月の翌月から 口目の返還が開始となります。）

【提出書類】①返還猶予申請書（第 号様式） ページ参照

第一種貸与分は複数口返還による猶予申請はできません。第一種貸与を従事猶予中、かつ

第二種貸与分を返還中に退職等により第一種貸与分が返還となった場合、退職等の翌月から

第一種貸与分の返還も開始となります。この場合、返還中の第二種分の返還猶予申請をする

ことにより、第一種→第二種の順番に返還していくことができます。

【複数口猶予の例】

また、平成 年度貸与者から、複数口猶予が認められるのは同一課程内に限ります。准看

護師課程と看護師課程で貸与を受けていた場合で進学猶予申請により准看護師課程の返還

を開始していなかった場合は、卒業後、二つの課程の返還が同時に開始されます。

※複数口貸与を受けた方の返還方法例については ページの も参照してください。

（（ ））進進学学猶猶予予

以下ア、イ、ウの場合、在籍期間の返還猶予を申請することができます。該当する場合は

下記により申請をしてください。進学先の在籍 年目以降、毎年現況確認を行います。（詳

細は ページ（イ）参照）

従事猶予中の方は、進学猶予期間の終了後、再度（ ）の手続を行ってください。

ア 養成施設等を卒業後、引続き進学し、保健師・助産師・看護師等の養成施設等や大学院

に入学した場合

イ 返還中に上記アの養成施設等や大学院に入学した場合

ウ 従事猶予中に、退職後 か月以内に上記アの養成施設等や大学院に入学した場合

【提出書類】① 返還猶予申請書（第 号様式）

・在学証明欄に進学先の証明が必要です。

② アの場合・養成施設卒業者のみ 看護師等免許証の写し又は登録済証明書（ハ

ガキ）の写し

③ アの場合・博士課程進学者のみ 修士課程の修了証明書又は修了証書の写し

④ ウの場合のみ 在職証明書

※退学や留年等による卒業延期には別途手続が必要です。

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

第一種 退職
返還
開始

第二種
返還
開始

卒業
複複数数口口猶猶予予

（（第第一一種種のの返返還還終終了了ままでで））

指定施設へ従事、
従事猶予
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（（ ））そそのの他他猶猶予予

従事猶予中、又は返還中にやむを得ない理由が生じたときは、下記の手続によりその期間

中の返還猶予を申請することができます。

なお、やむを得ない理由とは、災害・病気・出産・育休・介護等のことを指します。経済

的理由は、やむを得ない理由に該当しません。それぞれの理由による猶予承認期間及び必要

書類は下記のとおりです。

【返 還 中】原則として、申請の翌月からの猶予となります。なお、猶予期間満了の翌

月末から口座振替を開始します（手続不要）。

【従事猶予中】証明書等で確認がとれた期間、下記事由に該当した月まで遡って猶予する

ことができます。猶予期間の満了後、再度（ ）の手続が必要です。

【猶予期間及び提出書類】

事由 期間 提出書類

災害 東京都が就業不可と認める期間

①「修学資金返還猶予申請書 第 号様式 」

②罹災証明書

③在職証明書（従事猶予中の方のみ）

病気
医師の診断書にて就業不可と認

められる期間

①「修学資金返還猶予申請書 第 号様式 」

②医師の診断書（注 ）

③在職証明書（従事猶予中の方のみ）

出産
産前 週から出産予定日（又は出

産日）の 年後まで

①「修学資金返還猶予申請書 第 号様式 」

②母子手帳の写し（注 ）

③在職証明書（従事猶予中の方のみ）

育休 従事先の所属長が認める期間

①「修学資金返還猶予申請書 第 号様式 」

②育休証明書（注 ）

③在職証明書（従事猶予中の方のみ）

介護 従事先の所属長が認める期間

①「修学資金返還猶予申請書 第 号様式 」

②介護証明書（注 ）

③在職証明書（従事猶予中の方のみ）

（注 ）「就業不可」等の文言及び療養期間の記載があるもの。療養期間の記載がない場合は、

最大で カ月とします。原本を提出してください。（ 口目以降はコピーでの提出可）

（注 ）表紙等本人の氏名が記載されているページ、出産予定日又は出産日の記入があるペー

ジを用意してください。

（注 ）施設名の記名、施設長名の記名・押印があるもの。育休証明書、介護証明書はそれぞ

れ様式自由です。従事先の証明のある原本を提出してください。（ 口目以降はコピー

での提出可）

（（ ））再再就就業業、、復復職職（（従従事事猶猶予予中中のの方方ののみみ））

・ での猶予申請をした方は、従事開始 再開 後、直ちに下記書類を提出してください。

【提出書類】①修学資金返還猶予申請書（第 号様式）

・従事先・在学先証明欄に従事先の証明が必要です。

・従事年月日は従事再開日を記載してください。同じ職場に復職する際は、

従事開始日には復職日を記載してください。

②指定施設証明 第 号様式裏面 （養成施設等卒業者のみ）

③卒業証明書又は修了証書の写し（進学による猶予申請をし、卒業後復職した方のみ）
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免免除除ににつついいてて（（第第一一種種貸貸与与））

返還債務の免除には、当然免除と裁量免除の つの制度があります。免除の理由に該当した

場合は直ちに「修学資金返還免除申請書（第 号様式）」により申請してください。

なお、返還の猶予や免除に該当するケースでも、必要な届出がされていない場合は、猶予又

は免除資格の確認がとれないため、返還事由に該当したものとみなし、返還の手続を行います。

（（ ））当当然然免免除除（（返返還還債債務務のの全全額額免免除除））

ア 第一種貸与を受けた者が、養成施設等を卒業した年に免許を取得し、卒業後直ちに指

定施設に就業し（大学院修士課程で貸与を受けた方は修了後 年以内に都の区域内で看

護業務に従事し）、引き続き 年間、看護業務に従事したとき。

なお、保健師･助産師･看護師等の養成施設等に進学又は病気、災害、出産等のやむを

得ない理由で免許取得後すぐに看護業務に従事できない場合や、看護業務の従事期間が

中断した場合は、返還猶予の申請をして承認されたときに限り、 年間の猶予期間を延

長して、当然免除につなげることができます。

イ 上記アにおける看護業務の従事期間中に、その看護業務が原因で死亡し、又はその看

護業務によって起こった心身の故障のため、看護業務を続けることができなくなったと

き。

（（ ））裁裁量量免免除除（（返返還還債債務務のの一一部部又又はは全全額額免免除除））

ア 第一種貸与を受けた者が、養成施設等を卒業した年に免許を取得し、卒業後直ちに指

定施設に就業し、貸与を受けた期間以上 年未満、引き続き看護業務に従事したとき。

例： 年間貸与を受けた方が引き続き 年間以上 年間未満従事したとき

…返還債務の一部を免除

※大学院修士課程で第一種貸与を受けた場合、看護業務従事による裁量免除はありません。

イ 当然免除のイ以外の原因によって、死亡し又は心身故障により修学資金の返還ができ

なくなったとき（履行期が未到来のものに限る）。………返還債務の一部又は全額免除

上記（ ）のアについての裁量免除額及び返還額の算定式については、 ページを参照して

ください。

（（ ））第第一一種種のの貸貸与与をを受受けけたた方方のの従従事事期期間間のの算算定定

返還債務が免除となるための看護業務の従事期間は、卒業後（修了後）、業務を開始した月

（ただし、 月中から従事している場合は 月 日）から、業務を中止した月までの月数に

より計算します。ただし、看護業務の従事が月の途中から開始又は月の途中で終了する場合

で、 か月の従事日数が 日未満である月は従事した月数に算定できません（ ページ参

照）。異なる月のそれぞれ端数の日数の合算をもって か月とすることも認められません。

また、やむを得ない理由等で看護業務に従事していない期間（返還猶予申請が認められて

いる期間）は算定からのぞきます。
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（（ ））心心身身のの故故障障にによよるる免免除除ににつついいてて

「看護業務に起因して、現在及び将来にわたって就業が困難である」旨の医師の診断書

（原本）を要します。ただし、「現在及び将来にわたって就業が困難である」とは、看護

師免許に係る欠格事由（保健師助産師看護師法第 条規定各号のいずれか）に該当し、か

つ、回復の見込みが一切ないと認められる程度の心身であることが必要になります。

（（ ））当当然然免免除除申申請請にに係係るる必必要要書書類類

ア 第一種貸与を受けた者が養成施設等を卒業した年に免許を取得し、卒業後直ちに指定

施設に就業し、引き続き 年間、看護業務に従事したとき。

【提出書類】①修学資金返還免除申請書 第 号様式）

②在職証明書 第 号様式裏面

※従事先を変更した場合で、旧従事先の退職期間までの記載がある在職

証明書を既に提出されている場合には、同内容の在職証明書は不要です。

イ 上記アにおける看護業務の従事期間中に、その看護業務が原因で本人が死亡したとき。

【提出書類】①修学資金返還免除申請書 第 号様式）

②死亡届

③死亡診断書

ウ 上記アにおける看護業務の従事期間中に、その看護業務が原因での心身の故障のため

看護業務を継続することができなくなったとき。

【提出書類】①修学資金返還免除申請書 第 号様式）

②医師の診断書（（ ）に記載した内容の記述があるもの。原本を提出）

（（ ））裁裁量量免免除除申申請請にに係係るる必必要要書書類類

ア 第一種貸与を受けた者が養成施設等を卒業した年に免許を取得し、卒業後直ちに指定

施設に就業し、 年未満、引き続き貸与を受けた期間以上、看護業務に従事したとき。

【提出書類】①返還届（第 号様式）」（詳細は ページ参照）

②東京都看護師等修学資金返還金口座振替依頼書（第 号様式）の 枚目

（ ）（口座のある金融機関で口座振替の承諾を得たもの）

（詳細は ページ参照）

③修学資金返還免除申請書 第 号様式）

④在職証明書 第 号様式裏面

※従事先を変更した場合で、旧従事先の退職期間までの記載がある在職

証明書を既に提出されている場合には、同内容の在職証明書は不要です。

イ 看護業務の従事期間中、看護業務以外の原因によって本人が死亡したとき。

【提出書類】①修学資金返還免除申請書 第 号様式）

②死亡届

③戸籍等の除票
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ウ 看護業務の従事期間中、看護業務以外の原因によって、心身故障により修学資金の返

還ができなくなったとき。

【提出書類】①修学資金返還免除申請書 第 号様式）

②医師の診断書（（ ）に記載した内容の記述があるもの。原本を提出）

（（ ））裁裁量量免免除除申申請請者者のの返返還還月月額額ににつついいてて

返還方法が月賦で、返還額を月額で割り返した際に端数が生じる場合は、初回に端数を

加算します。

参考 第一種貸与の裁量免除の計算方法

◎ 貸与期間以上 年未満指定施設で看護業務に従事

例例 貸与期間 年間（ 月）

貸与額 円（月額 円）

従事月数 年 か月（ 月） の場合

月
免除額 ＝ × 円 ≒ 円

月 × ／

返還額 ＝ 円 － 円 ＝ 円

※指定施設で看護業務に従事した期間が貸与期間に満たない場合は、全額返還になります。

※大学院修士課程で第一種貸与を受けた場合は、看護業務従事による裁量免除はありません。

従事月数

貸与を受けた期間（24月未満は24月とする）×5／2

免除額 ＝＝ ×× 貸与額
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返返還還ににつついいてて

第一種の貸与を受けた方については（ ）の「返還しなければならない場合」のアからエま

でのいずれかに該当した場合、返還しなければなりません。

第二種の貸与を受けた方については、養成施設等を卒業したとき又は大学院修士課程を修了

したときに貸与を受けた修学資金を返還しなければなりません。

※なお、返還の猶予や免除に該当しても期限内に必要な届出がされない場合は、猶予又は免

除資格の確認がとれないため、返還事由に該当したものとみなし、返還の手続を行います。

（（ ））第第一一種種貸貸与与でで返返還還ししななけけれればばななららなないい場場合合（（条条例例第第 条条））

ア 条例第 条第 項（ ページ）の規定により、修学資金の貸与がやめられたとき。

イ 養成施設を卒業した日から 年を経過する日までに免許を取得できなかったとき。

ウ 養成施設卒業者が免許を取得してから直ちに指定施設で看護業務に従事できなかった

とき。

大学院修士課程修了者が 年以内に都内で看護業務に従事しなかったとき。（ 年以内

に都外の施設に就業した場合や看護業務以外に従事した場合は、その時点で全額返還と

なります。）

エ 引き続く 年間の従事により当然免除を受ける前に、看護業務外の理由により死亡し

た場合や指定施設（大学院修士課程修了者は都の区域内で看護業務）に従事しなくなっ

たとき。

（（ ））返返還還金金のの納納入入方方法法

返還金は、口座振替（自動引落し）により返還していただきます。振替日（納入期限）

については以下の表のとおりです。口座振替が可能な金融機関は ページを御覧ください。

また、振替日に口座振替ができなかった返還金は、再度口座から引き落とすことはでき

ず、未納金となります（次ページ「（ ）未納金について」参照）。

※いずれも、振替日が銀行等の休業日の場合は、翌営業日が振替日となります。

返還方法 月 賦 半年賦 一 括

振替日

（納入期限）
毎月末日 月末日及び 月末日 返還を決定した月の末日

（（ ））繰繰上上返返還還ににつついいてて

一括又は半年賦で返還している方が、月賦に変更することはできません。

月賦又は半年賦で返還している方が、残債務（残りの返還すべき額。振替日未到来分に

限ります。）の繰上返還を希望される場合は、「返還方法変更届」を提出してください。月

額単位、又は半年賦額単位での申請になります。

複数口貸与を受けている場合は、次の口の返還期間が繰り上がるため、次に返還すべき

貸与口について、「返還期間の変更について」を提出してください。

原則、書類が都に到着した月の翌月の口座振替で繰上返還を実施します。届出の時期に

よっては振替日が遅れることがありますのであらかじめ御了承ください。

－ 19－



  

（（ ））返返還還開開始始時時期期

返還事由に該当した月の翌月から返還債務が発生しますが、口座振替は、書類が都へ到

着し、不備なく受理した月の翌月末から開始されます。返還事由に該当しても必要書類が

提出されない場合、又は書類の不備があった場合、 回目の引落し金額が累積していきま

すので早急に手続を行ってください。

（例：第二種貸与を受けた方が月賦 円での返還を御希望の場合で、卒業直後の書

類提出が 月になった場合、返還債務が発生するには 月であるため、第 回目の口座振

替は 月末日で、金額は 月分から 月分までの か月分で 円となります。）

（（ ））返返還還期期間間

＜第一種貸与＞

貸与を受けた期間内（大学院修了者にあっては 年以内）で返還していただきます。

＜第二種貸与＞

ア 東京都内で看護業務に従事した場合

貸与を受けた期間内で返還していただきます。ただし、卒業又は修了した年の 月中

に看護師等免許証の写し又は登録済証明書（ハガキ）の写し（大学院修了者は、修了証

書の写し）と、従事先の在職証明書の提出がない場合は、都の区域内で看護業務に従事

していないとみなし、後述イと同様の取扱いとなることがありますので注意してくださ

い。

返還期間の具体例としては、 年間貸与を受けた方は 回（ か月）貸与を受けて

いるので、月賦の場合は、毎月 円の 回（ か月）で返還完了となります。

イ 上記ア以外の場合（都外で従事又は免許を取得できなかった場合）

貸与を受けた期間の 分の の期間内で返還していただきます。

返還期間の具体例としては、 年間貸与を受けた方は 回（ か月）貸与を受けて

いるので、月賦の場合は、毎月 円の 回（ か月）で返還完了となります。

（（ ））未未納納金金ににつついいてて

振替日に口座振替ができなかったときは、後日、督促状及び納付書を送付します。金

融機関窓口又はペイジー対応の 等で直ちに納付してください。口座振込やコンビニ

等での納付はできません。

なお、未納金がある場合、連帯保証人への連絡や債権回収会社への委託、最終的には

提訴、強制執行等の法的措置をとらせていただくこともありますので御了承ください。

（（ ））延延滞滞利利子子ににつついいてて

口座振替ができず納付書により返還した場合は、納入期限の翌日から納付した日までの

日数に応じ、年 ％の割合で延滞利子が発生します。ただし、延滞利子が 円未満の

場合は、請求しません。延滞利子が 円以上の場合は、後日、延滞利子分の納入通知

書を送付しますので、金融機関窓口又は 等で納付してください。

また、口座の名義変更や解約によって振替ができない場合でも延滞利子はかかりますの

で、口座の残高不足や口座の手続には十分注意してください。
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そそのの他他共共通通のの手手続続ににつついいてて

（（ ））住住所所等等をを変変更更すするる場場合合

本人や連帯保証人の住所又は氏名、電話番号に変更がある場合は、住所等変更の手続を行って

ください。

【提出書類】①住所等変更届（第 号様式）

②（氏名を変更した場合のみ）氏名変更の確認ができる公的書類の写し

③（口座名義の氏名も変更した場合）返還金口座振替依頼書

（注 ）「公的書類」とは、戸籍謄本又は妙本、運転免許証等、新姓、旧姓両方が確認できる

ものを指します。

（注 ）卒業時点で転居先が不明な場合は、転居先が決まり次第、必ず都に提出してくださ

い。

※住所の変更は、電子申請でも可能です。詳細は東京都看護師等修学資金のホームページを

御確認ください。

（（ ））連連帯帯保保証証人人をを変変更更すするる場場合合

【提出書類】①「連帯保証人変更届・連帯保証書（第 号様式）」

②新しい連帯保証人の印鑑登録証明書

③新しい連帯保証人の住民票

④新しい連帯保証人の収入証明

（注 ）連帯保証人が押印する印には必ず実印（印鑑登録証明書と同じ印鑑）を使用し、印

鑑登録証明書は か月以内に発行されたものを提出してください。

（注 ）住民票は、世帯主及び続柄、本籍及び筆頭者が省略なく記載されており、 か月以内

に発行されたものを提出してください。また、「世帯全員のものである」旨の記載が

あることを確認してください。

（注 ）収入証明は、直近の勤務先の源泉徴収票又は確定申告書等を提出してください。

（注 ）住民票は、マイナンバー記載のものは受理できません。

＜連帯保証人の資格等＞

申込年度が令和元年度以前の方

→→連連帯帯保保証証人人はは 名名必必要要でですす。。

申込年度が令和 年度以降の方

→→連連帯帯保保証証人人はは 名名必必要要でですす。。

❶ 原則、 名のうち 名は親族であること。 原則、 親等以内の親族であること（※）。

❷ 成年であること。

❸ 本修学資金に関して、他の被貸与者、申込者の保証をしていない（しない）こと。

❹
一定の職業に就き、収入を得て独立の生計を営んでいること（無職や年金収入のみの方は認

められません。）。

❺ 債務整理中（破産等）でないこと。

❻

所得税法上の扶養に入っていないこと。

例：母親に収入があり、父親の所得税上の扶養に入っている⇒父親のみ資格有

母親に収入があり、父親の所得税法上の扶養に入っていない⇒父親も母親も資格有
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※申込年度が令和２年度以降の方で❶の要件を満たせない場合、下記の基準以上の収入を有して

いれば可とします。

世帯人員 1人 2人 3人 4人 

平均月額 177,000円 261,000円 319,000円 376,000円 

世帯人員 6人 7人 8人 9人 

平均月額 459,000円 513,000円 558,000円 603,000円 

（（ ））本本人人がが死死亡亡ししたた場場合合

本人が死亡した場合、返還状況や死亡理由によって必要な手続が異なります。下記の表を参

考に、すみやかに手続を行ってください。

区分 提出書類 注意事項

従事

猶予中

に死亡

【看護業務上の理由】

①死亡届 第 号様式

②返還免除申請書 第 号様式

③死亡診断書

連帯保証人からの申請により看護業務上で

死亡したことが確認できた場合、当然免除（全

額免除）の対象になります。

【看護業務外の理由】

①死亡届 第 号様式

②返還免除申請書 第 号様式

③戸籍等の除票

連帯保証人が裁量免除を申請しない場合は

下記の書類を提出してください。

①返還届 第 号様式

②返還金口座振替依頼書

返還

開始後

に死亡

①死亡届 第 号様式

②返還免除申請書 第 号様式

③戸籍等の除票

残りの債務は連帯保証人に引き継がれま

す。返還の履行期が未到来のものに限り、返

還免除を申請することができます。
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問合せの多い質問

Ａ 申請事由が生じた場合は速やかに申請してください。基本的に、都からの提出指示はいたし

ません。申請書類についてはこのしおりをよく読んで、各自がきちんと申請してください｡

Ａ 返還債務の当然免除（全額免除）となるには、貸与期間に関わらず、引き続き 年間看護業

務に従事する必要があります。

なお、裁量免除（一部免除）となるためには、引き続き貸与を受けた期間以上（この場合は

引き続き 年以上）看護業務に従事することが必要です。詳細は ページを御覧ください。

Ａ 本人及び連帯保証人の住所や姓が変わったときには、「住所等変更届（第 号様式）」を提出

してください。その際に、姓の変更のわかる公的な書類（戸籍謄本又は抄本の写し、運転免

許証の写し等、新姓・旧姓両方が確認できるもの）を添付してください。

引落口座の名義を新姓に変更した場合は、金融機関で再度、口座振替の手続が必要となりま

す。Ｑ を御覧ください。

また、住所等の変更は電子申請でも可能です。詳細は東京都看護師等修学資金ホームページ

を御確認ください。

Ａ 口座振替依頼書を除く様式は、東京都看護師等修学資金ホームページからダウンロードす

ることができます。

なお、ダウンロードができない場合又は口座振替依頼書の様式を御希望の場合は、表紙の

裏面に記載の問合せ先に御連絡ください。

Ａ 必要です。御提出がない限り口座振替を行えず、 回目の引落し金額が累積されていきます

ので御注意ください。提出がない場合は、都の区域内で看護業務に従事していないとみなし、

貸与を受けた期間の 分の の期間内で返還していただきます。

Ａ やむを得ない理由により看護業務に従事できないときは、「修学資金返還猶予申請書（第

号様式）」及びその理由の事実を証明する書類等（口数分）を提出してください。

詳細は、 ページを御覧ください。

Ｑ 返還猶予申請書や返還免除申請書は、いつまでに提出すればいいでしょうか。

Ｑ 看護師 年課程の学校で 年生の 年間だけ第一種の貸与を受けました。全額の返還免除

を申請するには、この場合も引き続き 年間従事しなければならないのでしょうか。

Ｑ 結婚等により住所と姓が変わりました。どのような手続が必要ですか。

Ｑ 申請様式を以前使用してしまったため、手元にありません。どうしたらよいでしょうか。

Ｑ 第二種貸与を受けていました。看護師等の試験に合格し、貸与を受けていた修学資金を

月賦で返還しますが、東京都の区域内で勤務しているという在職証明書と看護師等免許証

（又は登録済証明書）の写しも添付する必要がありますか。

Ｑ 出産や病気等で看護業務に従事できないときは、どんな手続をとればいいでしょうか。
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Ａ 進学後直ちに「修学資金返還猶予申請書（第 号様式）」に在学の証明を取得し、速やか

に提出してください。（記載例 ページ）詳細は ページを御覧ください。

卒業後直ちに進学する場合は、これ以前に提出することになる「返還届（第 号様式）」

の余白に「進学猶予申請する予定（例 Ｒ ． ～○．○）」と記入してください。

Ａ 従事猶予及び免除を受けることができるのは、卒業後直ちに指定施設に従事し、引き続き

年間従事をした方に限ります。

Ａ 卒業後直ちに就業した病院の所在地で返還月額を決定するため、都内に転職しても、月額

円での返還となります。詳細は ページ（ ）を御覧ください。

Ａ 翌月にお届けする督促状に同封される納付書にてお支払ください。

Ａ 納付書が利用できるのは、督促状に同封されている「東京都公金を納付できる金融機

関一覧」に載っている金融機関の窓口及びペイジー対応の 、インターネットバンキ

ング等で支払うことができます。コンビニでは支払えません。

Ａ 再発行いたします。表紙の裏面に記載の問合せ先に御連絡ください。

Ａ 手続により変更可能です。金融機関で必要な手続をした上で、返還口数分の口座振替

依頼書を都へ提出してください。都に到着した月の翌月末の口座振替から新口座での引

落しとなります。

Ｑ 第二種貸与を受けていましたが、 月から進学します。「修学資金返還猶予申請書（第

号様式）」（進学のために返還猶予を申請する。）はいつ提出すればいいのでしょうか。

Ｑ 第二種貸与を受けていました。卒業後、都外の施設に就業したため、月賦で月額 円

ずつ返還しています。このたび、都内の病院に転職したので、月額 円に変更するこ

とはできますか。

Ｑ 第一種貸与を受けていました。卒業後、指定施設以外に就業したため、月賦で 円ず

つ返還しています。このたび、指定施設に転職したので、免除を受けることはできますか。

Ｑ 口座から引落しができなかったため、督促状と納付書が届きました。コンビニで支払いは

できますか。

Ｑ 納付書を紛失してしまいました。再発行はしていただけますか。

Ｑ 引落しに使っている口座について、変更はできますか（名義変更を含む。）。

Ｑ 先月分の口座引落しができませんでした。今月の振替日に、引落しができなかった先月分

もまとめて ヶ月分の口座引落しをしてもらえませんか。
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Ａ 都で確認が取れ次第、返還完了通知を送付いたします。

なお、実際に返還が完了した日から通知の送付まで か月程度の日数を要しますので、御

了承ください。

Ａ 下記事例を参照にしてください。事例は養成施設等卒業者で、第一種の貸与月額は

円（准看課程 円）とします。

【事例 】第一種 口、第二種 口の貸与を受け指定施設に就職した。

⇒ 第二種 口目の返還猶予申請書を提出すると、

第二種 口目 円→第二種 口目 円の順で返還できます。

【事例 】第一種 口、第二種 口の貸与を受け指定施設以外に就職した。

⇒ 第二種貸与分 口それぞれの返還猶予申請書を提出すると、

第一種 円→第二種 口目 円→第二種 口目 円の順で返還でき

ます。

【事例 】第一種 口、第二種 口の貸与を受け、指定施設に就職したが、従事猶予の途中で指

定施設以外に転職し第一種貸与分が返還となった。

⇒ 返還中の第二種貸与分の返還猶予申請書を提出すると、

第一種 円→第二種（残りの返還額） 円の順で返還できます。

※猶予申請されない場合は、転職された翌月から第一種の返還が開始されるため、返還月額

は 円（第一種 円＋第二種 円）となります。

【事例 】准看護師課程で第一種 口、第二種 口の貸与を 年間受け卒業後すぐに進学。返還

猶予（進学）を承認され、進学先の看護師 年課程でも第一種 口、第二種 口の貸与

を 年間受け卒業、指定施設以外に就職した。

⇒ 二つの課程の第二種貸与分それぞれの返還猶予申請書を提出すると、

第一種分 円（准看課程 円＋ 年課程 円）→第二種分 円

（准看課程 円＋ 年課程 円）の順で返還できます。

※平成 年度貸与者から複数口返還による猶予申請ができるのは同一課程内に限ります。

第一種（准看課程） 円→第一種（ 年課程） 円→第二種 円という返

還方法はできないので御注意ください。詳細は ページを御覧ください。

Ｑ 全額の返還が終了しました。何か通知などはいただけますか。

Ｑ 複数口貸与を受けた場合の月賦で 口ずつ返還していく方法について教えてください。
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東京都看護師等修学資金貸与条例（抜粋）
（昭和 年 月 日条例第 号） 改正 令和 年 月 日条例第 号

（目的）

第 条 この条例は、東京都（以下「都」という。）の区域内に所在する保健師、助産師、看護

師及び准看護師を養成する学校又は養成所に在学する者並びに看護師免許を取得し、都の区域

内に所在する大学院の修士課程において看護に関する専門知識を修得しようとする者で、将来

都の区域内において看護業務に従事しようとするものに対し、修学資金を貸与し、もつてこれ

らの者の修学を容易にすることにより、都の区域内の看護職員の確保及び質の向上に資するこ

とを目的とする。

（用語の意義）

第 条 この条例において「看護業務」とは、保健師、助産師、看護師又は准看護師を養成する

学校又は養成所に在学する者にあつては保健師、助産師、看護師又は准看護師の業務をいい、

看護師免許を取得し、都の区域内に所在する大学院の修士課程において看護に関する専門知識

を修得しようとする者にあつては保健師、助産師又は看護師の業務をいう。

二 この条例において、「養成施設」とは、保健師、助産師、看護師又は准看護師を養成する学

校又は養成所をいう。

三 この条例において「大学院」とは、学校教育法（昭和 年法律第 号）第 条に規定する

大学院で、看護に関する専門知識を修得するためのものをいう。

（貸与の資格）

第 条 看護師等修学資金（以下「修学資金」という。）は、第一種貸与及び第二種貸与とし、

修学資金の貸与を受けることができる者は、次に掲げる要件を備えていなければならない。

保健師助産師看護師法（昭和 年法律第 号。以下「法」という。）第 条、法第

条、法第 条若しくは法第 条の規定に基づき、文部科学大臣が指定した学校で都の区域

内に所在するもの若しくは知事が指定した養成所に在学している者又は看護師免許を取得し

た者で都の区域内に所在する大学院の修士課程に在学しているものであること。

成績優秀にして、かつ、心身健全であること。

経済的理由により修学困難であること。

同種の修学資金を他から借り受けていないこと。

第一種貸与を受けようとする者のうち、養成施設に在学している者にあつては、養成施設

卒業後都の区域内において引き続き 年以上、大学院の修士課程に在学している者にあつて

は、大学院修了後都の区域内において引き続き 年以上の期間、第二種貸与を受けようとす

る者にあつては、養成施設卒業後又は大学院修了後都の区域内において看護業務に従事しよ

うとする意思を有すること。
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（連帯保証人）

第 条 修学資金の貸与を受けようとする者は、次に掲げる要件を備えた連帯保証人一人を立て

なければならない。

一定の職業をもち、かつ、独立の生計を営んでいること。

この修学資金について、他に保証していないこと。

二 前項第 号の規定にかかわらず、知事が保証能力があると認めた場合は、その者を連帯保証

人とすることができる。

（貸与の休止等）

第 条 知事は、修学資金の貸与を受けている者（以下「修学生」という。）が次の各号の一に

該当する場合は修学資金の貸与をやめることができる。

退学したとき。

心身の故障のため修学を継続する見込がなくなつたと認められるとき。

いつわりの申込その他の不正手段によつて貸与を受けたとき。

その他修学資金貸与の目的を達成する見込がなくなつたと認められるとき。

修学資金の貸与を受けることを辞退したとき。

二 知事は修学生が休学し、または停学の処分を受けたときは、休学し、または停学の処分を受

けた日の属する月の翌月分から復学した日の属する月の分まで修学資金の貸与を行わないもの

とする。この場合において、これらの月の分としてすでに貸与された修学資金があるときは、

その修学資金は、当該修学生が復学した日の属する月の翌月以降の月の分として貸与されたも

のとみなす。

（返還債務の当然免除）

第 条 知事は、修学資金の貸与を受けた者が、次の各号のいずれかに該当する場合は、修学資

金の返還の債務を免除する。

第一種貸与を受けた者（以下「第一種貸与者」という。）のうち養成施設において貸与を

受けた者が、養成施設卒業後、他種の養成施設又は大学院への進学、疾病、負傷等やむを得

ない理由（以下「やむを得ない理由」という。）により看護業務に従事できなかつた期間を

除き、知事が指定した施設（以下「指定施設」という。）において引き続き 年間看護業務

に従事したとき。ただし、やむを得ない理由がない場合であつて、養成施設を卒業した日か

ら 年を経過する日までに看護業務に係る免許（以下「免許」という。）を取得できなかつ

たとき、及び免許取得後直ちに指定施設において看護業務に従事しなかつたときを除く。

第一種貸与者のうち大学院修士課程において貸与を受けた者が、大学院修了後、やむを得

ない理由（養成施設への進学を除く。以下大学院修士課程において貸与を受けた者について

同じ。）により看護業務に従事できなかつた期間を除き、都の区域内において引き続き 年

間看護業務に従事したとき。ただし、やむを得ない理由がない場合であつて、大学院修了後

年以内に都の区域内において看護業務に従事しなかつたときを除く。
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前 号に規定する看護業務従事期間中に看護業務上の理由により死亡し、又は看護業務に

起因する心身の故障のため看護業務を継続することができなくなつたとき。

二 修学資金の貸与を受けた者が免許の取得を条件に看護業務に準ずる業務に従事した場合は、

当該期間を前項に規定する看護業務に従事した期間とみなす。ただし、養成施設を卒業した日

から 年を経過する日までに免許を取得できなかつたときはこの限りでない。

（返還及び返還方法）

第 条 修学資金の貸与を受けた者は、やむを得ない理由がある場合を除き、次の各号のいず

れかに該当する場合は、当該各号に規定する理由が生じた日の属する月の翌月から起算して、

第一種貸与者及び第二種貸与を受け、養成施設卒業後又は大学院修了後に都の区域内において

看護業務に従事した者にあつては、貸与を受けた期間（第 条第 項の規定により修学資金が

貸与されなかつた期間を除く。以下同じ。）に相当する期間内（第一種貸与者で大学院修士課

程において貸与を受けた者にあつては 年以内）に、第二種貸与を受けた者（以下「第二種貸

与者」という。）のうち養成施設卒業後又は大学院修了後に都の区域内において看護業務に従

事しなかつた者にあつては、貸与を受けた期間に相当する期間の 分の の期間内に、月賦又

は最長半年賦の均等払方式により、修学資金を返還しなければならない。ただし、次条の規定

により返還の債務の履行が猶予されたときは、これらの返還期間と当該猶予された期間を合算

した期間内に返還しなければならない。

第 条第 項の規定により、修学資金の貸与がやめられたとき。

第一種貸与者が、養成施設を卒業した日から 年を経過する日までに免許を取得できなか

つたとき。

第一種貸与者のうち、養成施設において貸与を受けた者にあつては、免許取得後直ちに指

定施設において、大学院修士課程において貸与を受けた者にあつては、大学院修了後１年以

内に都の区域内において看護業務に従事しなかつたとき。

前条の規定による返還の債務の当然免除を受ける前に看護業務外の理由により死亡し、又

は第一種貸与者のうち、養成施設において貸与を受けた者にあつては指定施設において、大

学院修士課程において貸与を受けた者にあつては都の区域内において看護業務に従事しなく

なつたとき。

第二種貸与者が、養成施設を卒業し、又は大学院を修了したとき。

二 前項の規定にかかわらず、修学資金の貸与を受けた者がその全額の返還を希望する場合は、

直ちに返還することができる。

（返還債務の履行猶予）

第 条 知事は、修学資金の貸与を受けた者が次の各号のいずれかに該当する場合は、当該各

号に掲げる理由が継続する期間、返還の債務の履行を猶予することができる。

第 条第 項の規定により修学資金の貸与をやめられた後も、引き続き養成施設又は大学

院修士課程に在学しているとき。
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養成施設において貸与を受けた者にあつては、養成施設卒業後更に他種の養成施設又は大

学院において、大学院修士課程において貸与を受けた者にあつては、大学院修了後更に大学

院博士課程において修学しているとき。

第一種貸与者のうち、養成施設において貸与を受けた者にあつては指定施設において、大

学院修士課程において貸与を受けた者にあつては都の区域内において看護業務に従事してい

るとき。

災害、疾病その他のやむを得ない理由があると認められるとき。

二 知事は、第二種貸与者が貸与を二口受けた場合は、一方の口の返還が終了する予定の月まで

他の口の返還の債務の履行を猶予することができる。

三 知事は、第一種貸与及び第二種貸与の両方を受けた者が第一種貸与及び第二種貸与について

前条に定める返還事由に該当した場合は、第一種貸与の返還が終了する予定の月まで第二種貸

与の返還の債務の履行を猶予することができる。

（返還債務の裁量免除）

第 条 知事は、修学資金の貸与を受けた者が次の各号のいずれかに該当する場合は、貸与し

た修学資金の返還の債務（履行期が到来していない部分に限る。）の全部又は一部を免除する

ことができる。

第一種貸与者のうち養成施設において貸与を受けた者が、修学資金の貸与を受けた期間に

相当する期間以上指定施設において看護業務に従事したとき。

死亡又は心身の故障により修学資金を返還することができなくなつたとき。

二 前項第 号の規定により免除できる返還の債務の額は、当該従事した期間（月を単位とする。

以下同じ。）を修学資金の貸与を受けた期間（この期間が 月に満たないときは、 月とす

る。）の 分の に相当する期間（以下「算定期間」という。）で除して得た数値（この数値

が を超えるときは、 とする。）を修学資金の返還の債務の額（履行期が到来していない部

分に限る。）に乗じて得た額とする。

三 第 条第 項の規定は、前項の場合に準用する。

東京都看護師等修学資金貸与条例（抜粋）
（昭和 年 月 日条例第 号） 改正 令和 年 月 日条例第 号

（延滞利子）

第 条 修学資金の貸与を受けた者は、正当な理由がなく修学資金を返還すべき日までに返還し

なかつたときは、当該返還すべき日の翌日から返還の日までの期間の日数に応じ、返還すべき

額につき年 パーセントの割合で計算した延滞利子を支払わなければならない。
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東京都看護師等修学資金貸与条例施行規則（抜粋）
（昭和 年 月 日規則第 号） 改正 令和 年 月 日規則第 号

（趣旨）

第 条 この規則は、東京都看護師等修学資金貸与条例（昭和 年東京都条例第 号。以下「条

例」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。

（連帯保証人の変更）

第 条 修学資金の貸与を受けている者（以下「修学生」という。）又は修学資金の貸与を受けた

者が条例第 条の連帯保証人を変更しようとするとき、又は当該連帯保証人が死亡したときは、

連帯保証人変更申請書・連帯保証書（別記第 号様式）及び新たな連帯保証人の印鑑登録証明書

を知事に提出しなければならない。

二 知事は、前項の規定による申請があつたときは、当該連帯保証人となるべき者について条例

第 条に規定する要件又は保証能力を審査の上、その可否を決定し、連帯保証人変更承認・不

承認通知書（別記第 号様式）により通知する。

（届出等）

第 条 修学生又は修学資金の貸与を受けた者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、当該各

号に定める届け書等を 日以内に知事に提出しなければならない。

本人又は連帯保証人の住所、氏名、職業その他知事の指定する重要な事項に異動があつたと

き。 住所等変更届（別記第 号様式）

休学し、若しくは停学の処分を受けたとき、又は貸与期間内に留年した者が、貸与の休止を

希望するとき。 休学・停学・留年届（別記第 号様式）

前号に該当した者が復学し、又は進級したとき。 再開申請書（別記第 号様式）

退学し、又は修学資金の貸与を辞退したとき。 退学・辞退届（別記第 号様式）

看護業務の従事先を変更したとき。 従事先変更届（別記第 号様式）

条例第 条第 項第 号から第 号までに定める返還事由に該当したとき。 返還届（別記第

号様式）

二 連帯保証人は、修学生又は修学資金の貸与を受けた者が死亡したときは、直ちに死亡届（別

記第 号様式）にその事実を証する書類を添えて、知事に届け出なければならない。

（借用証書及び返還予定明細書の提出）

第 条 修学生は、修学資金の貸与が終了し、又は条例第 条第 項の規定により修学資金の貸与を

廃止されたときは、連帯保証人と連署の上、遅滞なく修学資金借用証書・修学資金返還予定明

細書（別記第 号様式）及び連帯保証人の印鑑登録証明書を、知事に提出しなければならない。

（返還債務の当然免除又は裁量免除の申請等）

第 条 条例第 条第 項又は第 条第 項の規定による返還債務の免除を受けようとする者は、

修学資金返還免除申請書（別記第 号様式）にその理由となる事実を証する書類を添えて、知

事に提出しなければならない。

二 知事は、前項の申請があつたときは、その内容を審査の上、その可否を決定し、修学資金返

還免除承認・不承認通知書（別記第 号様式）により通知する。
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（指定施設）

第 条の 条例第 条第 項第 号の指定施設は、東京都（以下「都」という。）の区域内に存す

る施設（第 号に掲げる施設にあつては、都の区域外に存するものも含む。）であつて、次に掲

げるものをいう。

医療法（昭和 年法律第 号）第 条の許可を受けた病床が 床未満の病院

医療法第 条の許可を受けた病床数のうち精神病床数が パーセント以上を占める病院

ハンセン病療養所

医療法第 条の 第 項に規定する診療所

児童福祉法（昭和 年法律第 号）第 条第 号に規定する医療型障害児入所施設

児童福祉法第 条の の 第 項に規定する指定発達支援医療機関

地域保健法（昭和 年法律第 号）第 条第 項第 号に規定する特定町村（保健師の場合

に限る。）

介護保険法（平成 年法律第 号）第 条第 項に規定する介護老人保健施設（以下「介護

老人保健施設」という。）

介護保険法第 条第 項に規定する介護医療院（以下「介護医療院」という。）

介護保険法第 条第 項に規定する指定居宅サービス（同法第 条第 項に規定する訪問看護

に限る。）の事業（以下「訪問看護事業」という。）を行う事業所（第 号から第 号まで並び

に第 号及び第 号に掲げる施設（都の区域内に存するものに限る。）における 年以上の看護

業務の経験を有する者が従事する場合に限る。）

独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法（平成 年法律第 号）第 条第

号に規定する施設

※ 令和 年 月現在、上記 に該当する施設は、都内にありません。

（指定看護業務）

第 条の 条例第 条第 項第 号の規定による都の区域内における看護業務（以下「指定看護業

務」という。）は、都の区域内に存する医療機関、介護老人保健施設等（以下「医療機関等」と

いう。）における看護業務をいう。

二 医療機関等における 年以上の看護業務の経験を有する者が訪問看護事業を行う事業所（都の

区域内に存するものに限る。）において看護業務に従事するときは、当該看護業務を指定看護業

務とみなすことができる。

（返還債務の履行猶予の申請等）

第 条 条例第 条の規定による返還債務の履行の猶予を受けようとする者は、修学資金返還猶

予申請書（別記第 号様式）にその理由となる事実を証する書類を添えて、知事に提出しなけ

ればならない。

二 知事は、前項の申請があつたときは、その内容を審査の上、その可否を決定し、修学資金返

還猶予承認・不承認通知書（別記第 号様式）により通知する。

－ 31－


	空白ページ
	空白ページ



